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別紙１ 
「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する

内閣府令（案）」等に対するパブリックコメントの概要及びそれに対する金融庁の

考え方 

凡 例 

 

本「パブリックコメントの概要及びそれに対する金融庁の考え方」においては、以下の略称を用いています。 

 

正 式 名 称 略 称 

連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則 連結財務諸表規則 

財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則 財務諸表等規則 

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則 中間連結財務諸表規則 

中間財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則 中間財務諸表等規則 

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則 四半期連結財務諸表規則 

四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則 四半期財務諸表等規則 

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」の取扱い

に関する留意事項ついて 

連結財務諸表規則ガイドライン 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」の取扱いに

関する留意事項ついて 

財務諸表等規則ガイドライン 

企業内容等の開示に関する内閣府令 開示府令 

企業内容等の開示に関する留意事項について 開示ガイドライン 

 

№ コメントの概要 金融庁の考え方 

 
 
連結財務諸表規則 
 

 ▼第１条の２第２項 

１ 「ＩＦＲＳ任意適用会社の範囲の拡大」につ

いて、親会社が任意適用の要件を満たしている

場合、実際に親会社がＩＦＲＳを任意適用する

かどうかには関係なく、その子会社にＩＦＲＳ

を任意適用可能との理解でよいか。 

本改正により、ＩＦＲＳを連結財務諸表に適

用可能な会社の子会社については、当該親会社

がＩＦＲＳを実際に任意適用しているかどう

かに関わらず、その連結財務諸表にＩＦＲＳを

適用することは可能と考えられます。 

 ▼第２条第44号、財務諸表等規則第８条第52項 

２ 連結財務諸表規則改正案、財務諸表等規則規

改正案における「（連結）財務諸表の組替え」

の定義では、組替え後の新たな表示方法を、前

期以前の（連結）財務諸表に遡って適用したと

仮定するものとされている。 

これは、有価証券届出書の第四部【特別情報】

として掲げられる最近５事業年度分の財務諸

表にすべて適用されるという理解でよいか、確

認したい。 

（連結）財務諸表の組替えが義務づけられる

のは、有価証券届出書や有価証券報告書の【経

理の状況】に記載される（連結）財務諸表です。

なお、有価証券届出書の第四部【特別情報】と

して掲げられる（最近５事業年度のうち、最近

２事業年度より前の分の）財務諸表について、

任意に財務諸表の組替え等を行うことは可能

であると考えられます。 

 ▼第２条第45号、第14条の８、財務諸表等規則第８条第52項、第８条の３の７ 

３ 本改正により、修正再表示の定義及び注記に

係る規定が設けられているが、過去の誤謬の訂

正に関しては、訂正報告書を提出するレベル、

重要性がなく前期の財務諸表を修正する必要

がないレベルの他、その中間に訂正報告書を提

出するまでではないが、修正再表示により比較

可能性を担保するレベルを設けることが考え

御指摘の①訂正報告書の提出の要否及び②

修正再表示の要否について、 

①訂正報告書については、有価証券報告書及

びその添付書類に記載すべき重要な事項の変

更があるときは、有価証券報告書の提出者は、

訂正報告書を提出しなければならず、また、有

価証券報告書の提出者が当該有価証券報告書
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られる。このように訂正のレベルを階層化した

場合、訂正報告書の提出が必要か否かの判断基

準について、実務での混乱を避けるために、ガ

イドライン等により具体的に規定すべきと考

える。 

及びその添付書類のうちに訂正を必要とする

ものがあると認めたときは、訂正報告書を提出

しなければならない（金商法第 24 条の２にお

いて準用する第７条）、 

②修正再表示の要否については、財務諸表利

用者の意思決定への影響に照らした重要性が

考慮され、金額的重要性と質的重要性の双方を

考慮して判断される（「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」第35項）、 

と規定されているところです。 

以上のように、それぞれの判断基準は異な

り、また、個々の取引等は千差万別であること

から、一律に判断基準を規定することは困難で

あり、個別に判断されるべきものと考えられま

す。 

 ▼第７条の２ 

４ その他の包括利益の金額には連結会社だけ

でなく、持分法を適用する被投資会社のその他

の包括利益に対する投資会社の持分相当額も

含まれるため、このことが分かるような表現に

すべきであると考える。 

その他の包括利益の金額には、持分法を適用

する被投資会社のその他の包括利益に対する

投資会社の持分相当額が含まれます。なお、現

状、連結財務諸表規則第７条の連結損益計算書

の規定においても、連結損益計算書に持分法を

適用する被投資会社の持分相当額が含まれて

います。 

 ▼比較情報 

 ①第８条の３、財務諸表等規則第６条 

５ 比較情報は、我が国に初めて導入された考え

方であり、特に、「前期の財務諸表は、当期の

財務諸表の一部を構成するもの」である（平成

22年3月26日改訂監査基準前文二４（１））

という対応数値方式を我が国で採用している

ことについて、連結財務諸表規則等上も、投資

家等の財務諸表利用者に対して誤解を生じな

いようにすることが重要である。したがって、

比較情報が我が国では対応数値方式であると

いうことを明確に表現するためには、「当連結

会計年度に係る連結財務諸表の一部を構成す

るもの」であることを比較情報の定義に含める

べきであると考える。 

ご指摘を踏まえ、定義を修正しました。 

 

６ 前期まで個別財務諸表のみを作成していた

会社が、当期に初めて連結財務諸表を作成する

場合のように個別財務諸表から連結財務諸表

へ移行する場合の比較情報の作成に関する取

扱いについて規定することが必要であると考

える。 

前期まで個別財務諸表のみを作成していた

会社が、当期に初めて連結財務諸表を作成する

場合、当期の連結財務諸表には、対応する比較

情報が存在しないため、記載する必要はないと

考えられます。 

 ②開示府令第四号の三様式記載上の注意（21）g 

７ 連結財務諸表規則では、第１四半期の四半期

報告書の提出時に、国際会計基準（ＩＦＲＳ）

に準拠した前期の連結財務諸表を開示し、ＩＦ

ＲＳでの開示を開始することが認められてい

る。その場合、並行開示として日本基準に準拠

した前期の要約連結財務諸表が要求される。当

第１四半期報告書において、並行開示として

求められる日本基準に準拠した前期の要約連

結財務諸表については、通常、四半期報告書で

会計方針の変更があったとしても、既に提出済

みの前期の連結財務諸表について遡及適用が

行われないのと同様、遡及処理を行う必要はな
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該要約連結財務諸表については、第１四半期に

会計方針の変更があったとしても、当該変更を

遡及適用する必要がないことを明確化するべき

と考える。 

いと考えられます。 

 

８ 年度末から国際会計基準（ＩＦＲＳ）に準拠

した連結財務諸表を開示する場合において、並

行開示として求められる日本基準に準拠した要

約連結財務諸表において、当期の会計方針の変

更が遡及適用されることを明確化するべきと考

える。一方、国際会計基準（ＩＦＲＳ）第１号

により開示が求められる「調整表」については、

遡及適用前の日本基準に準拠した前期の要約連

結財務諸表を基礎として作成することになると

思われるが、この理解で誤りがないか、確認し

たい。 

年度末からＩＦＲＳを適用した場合に並行

開示される、日本基準に準拠した要約連結財務

諸表については、前期にＩＦＲＳに移行してお

り、当該要約連結財務諸表は並行開示として追

加的に開示されるものにとどまることから、遡

及処理を行う必要はないと考えられます。ま

た、「調整表」については、遡及適用を行って

いない、前期の要約連結財務諸表を基礎として

作成することになると考えられます。 

 ③財務諸表等規則第６条 

9 今回導入された比較情報については、その開

示箇所が明確でない。実務の参考となる開示の

ひな形を整備していただきたい。 

 

有価証券報告書等に記載される前期の財務

諸表については、当期の財務諸表の比較情報と

いう位置付けに変更になりましたが、財務諸表

本体については、現行の様式の前事業年度部分

を比較情報の様式と見ることができます。 

注記については、特に形式的なひな形は示し

ませんが、当期の財務諸表の理解が適切になさ

れるよう、分かりやすく明確に記載されること

が望ましいと考えられます。 

 ▼期首貸借対照表 

10 国際会計基準（IAS）第 1 号「財務諸表の表

示」第10項(f)では、企業が会計方針を遡及適

用する場合などにおいて、比較対象期間のうち

最も早い年度の期首時点の財政状態計算書を

掲記すべきものとされている。 

会計基準のコンバージェンスの観点より、会

計方針を遡及適用した場合の前期首の貸借対

照表を掲示することを規定すべきでないかと

考える。 

遡及適用、（連結）財務諸表の組替え及び修

正再表示を行った場合には、前期の期首剰余金

等に対する影響額が記載されることから、必ず

しも期首（連結）貸借対照表全体が開示されな

くても投資家保護上、直ちに問題があるとは認

められないと考えられることから前期首の（連

結）貸借対照表を求めないこととしました。 

 ▼第43条の２、第69条の５ 

11 現行の連結財務諸表規則第 23 条において、

「資産の総額の100分の１以下のもので、他の

項目に属する資産と表示することが適当であ

ると認められるものについては、適当な名称を

付した科目をもって一括して掲記することが

できる。」と記載されているように、規則上、

重要性の乏しいものについては一括して記載

できる定めがある。他方、その他の包括利益累

計額及びその他の包括利益の科目表示につい

ては当該定めがない。その他の包括利益累計額

及びその他の包括利益に区分される科目につ

いて、重要性が乏しい場合には、「その他」と

して表示することができないか、確認したい。

「その他の包括利益累計額」（改正前は「評

価・換算差額等」）や「その他の包括利益」の

内訳項目は、もともとそれぞれ性質が異なるこ

とから一括して記載することはできません。改

正前の純資産の部においても、「評価・換算差

額等」の項目は、一括した記載は認めず、常に

区分表示することを求めています。 

 

 ▼第65条第２項、様式第五号、様式第五号の二 

12 包括利益計算書の２計算書方式について、連

結包括利益計算書を少数株主損益調整前当期
包括利益計算書の２計算書方式（連結財務諸

表規則様式第五号の二）では、少数株主が存在
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純利益から開始するものとしている。実務上、

少数株主損益が計上されていない場合に、連結

損益計算書で少数株主損益調整前当期純利益

を省略している例が散見される。このような場

合にも、連結財務諸表規則様式第五号の二に従

い、連結包括利益計算書は少数株主損益調整前

当期純利益から始まるという理解でよいか、確

認したい。 

しない場合又は少数株主利益がゼロとなる場

合で、その記載を省略している場合には、少数

株主損益調整前当期純利益に代えて、当期純利

益から記載することができます。 

 

 ▼第69条の３、連結財務諸表規則ガイドライン69の３、同別紙 

13 企業会計基準第 25 号「包括利益の表示に関

する会計基準」（以下「包括利益会計基準」と

する。）においては、当期純利益を表示する損

益計算書と包括利益を表示する包括利益計算

書からなる形式（２計算書方式）と、当期純利

益の表示と包括利益の表示を1つの計算書で行

う形式（１計算書方式）の選択適用が認められ

ている（包括利益会計基準第 11 項）。今回の

改正案においては、２計算書方式を原則とし、

１計算書方式は容認規定となっているように

みえるが、規則上、どちらかが優先されるもの

ではなく、並列的な扱いであるという理解でよ

いか、確認したい。  

「連結包括利益計算書」（２計算書方式）と

「連結損益及び包括利益計算書」（１計算書方

式）は、どちらかが優先されるものではなく、

並列的な扱いです。 

 ▼第94条、中間連結財務諸表規則第88条、四半期連結財務諸表規則第94条等 

14 指定国際会計基準に準拠して連結財務諸表

等を作成している場合には、「国際会計基準に

よって」作成している旨が記載されることにな

る。しかし、監査人の監査報告書では、「国際

会計基準に準拠して」（監査証明府令第４条第

５項）とされており、また、IFRSF 公認日本語

版IFRS基準書のIAS第１号第16項では、「IFRS

に準拠して」いる旨とされていることから（IAS

第34号第19項も同様）、「国際会計基準に準

拠して」という記載にすべきであると考える。

ご指摘を踏まえ、監査証明府令の規定に合わ

せ、「準拠して」と修正しました。 

 

15 国際会計基準審議会による国際会計基準の公

表と金融庁による指定の時点が完全に一致しな

いことに起因して指定国際会計基準と国際会計

基準が異なる可能性に鑑み、両者が同一である

かどうかを判定する基準日を予め定めておくこ

とが適当であると考える。 

会計基準の同一性は、期末日で適用しようと

している指定国際会計基準とその時点におい

て有効な国際会計基準との間で判断されます。

なお、新国際会計基準が指定国際会計基準と

して指定されていない場合であっても、新国際

会計基準の強制適用の時期がきておらず、旧国

際会計基準の適用が認められている場合、また

は、当該国際会計基準を適用する会計事象若し

くは取引が存在しない場合には、指定国際会計

基準と国際会計基準は同一であるものです。 

 ▼様式第九号から第十一号、財務諸表等規則第十一号から第十五号 

16 「前連結会計年度末残高」は「当連結会計年

度期首残高」に改正する案となっているが（連

結財務諸表規則第 73 条等参照）、連結附属明

細表及び附属明細表の様式（連結財務諸表規則

様式第九号から様式第十一号、財務諸表等規則

様式第十一号から様式第十五号）については、

特段の改正がされていない。連結附属明細表及

び附属明細表の「前期末残高（円）」について

も、過年度遡及会計基準の適用により、期首残

高が修正される可能性があることから、「当期

ご指摘を踏まえ、修正しました。 
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首残高（円）」に修正することが望ましいと考

える。 

 
 
連結財規ガイドライン 
 

 

 ▼３－３（現行）、13－４ 

17 連結財務諸表規則第 13 条第１項における連

結の範囲等に関する記載のうち、連結子会社の

事業年度等に関する事項については、会計方針

の変更に該当するのか明記されていない。仮決

算から正規の決算に変更する場合や、事業年度

が変更になった場合は、いずれも会計方針の変

更には該当しないという理解でよいか確認し

たい。 

また、仮に、連結子会社の事業年度等に関す

る事項について、会計方針の変更に該当しない

という整理である場合、連結子会社の決算期変

更により、連結子会社の事業年度の月数が連結

会計年度の月数と異なるときには、剰余金で調

整する方法と損益計算書を通して調整する方

法とが考えられるが、いずれの方法も認められ

るという理解でよいか確認したい。 

連結子会社の事業年度等に関する事項の変

更については、会計方針の変更に該当しませ

ん。 

したがって、連結子会社による仮決算から正

規の決算への変更及び事業年度の変更につい

ては、会計方針の変更に該当しません。 

 また、連結子会社の決算期変更により、連結

子会社の事業年度の月数が連結子会社の月数

と異なる場合の処理方法については、剰余金で

調整する方法と損益計算書を通して調整する

方法のいずれの方法も認められると考えられ

ます。 

 ▼14 

18 改正案では、現行の連結財規ガイドライン14

における「連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項には、連結財務諸表作成の基礎と

なっている各連結会社の財務諸表の作成に係

る会計処理の原則及び手続を含むものとす

る。」という規定が削除されている。しかし、

連結子会社だけが会計方針の変更を行うよう

な場合も想定されるため、このような場合の取

扱いを明示するためには、現行の規定を削除す

べきではないと考える。 

また、上記の「各連結会社」には、持分法適

用の対象となる関連会社が含まれるかどうか

についても明示することが必要であると考え

る。 

連結財務諸表規則ガイドライン 14 について

は削除せず、同ガイドライン13－１の２として

規定しました。 

なお、「各連結会社」は、連結財務諸表規則

において、「連結財務諸表提出会社及び連結子

会社をいう。」（第２条第５号）と定義されてお

り、関連会社は含まれません。 

 
 
財規ガイドライン 
 

 

 ▼６の２ 

19 財務諸表等規則ガイドライン６の２の「当事

業年度に係る財務諸表の理解に資すると認め

られる場合には、前事業年度に係る定性的な情

報を含めなければならない。」とは、一体どの

ようなものを指すかが不明瞭であるため、具体

的に明記していただきたい。 

財務諸表等規則ガイドライン６の２は、財務

諸表の注記のうち、数値を含まない定性的な情

報についても、当期の財務諸表の理解に資する

と認められる場合には、比較情報として記載す

ることを規定しています。 

なお、上記の注記については、企業ごとに

様々な事項が考えられますが、例えば、前期末

に結果が不確定で、当期においても未解決の係

争事件について、当期に解決するためにとられ

た措置に関する情報は、利用者にとって当事業

年度に係る財務諸表の理解に資するものと考

えられます。 
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 ▼８の３、連結財務諸表規則ガイドライン14  

20 改正案では、現行の財規ガイドライン８の３

の「会計方針を採用又は変更した場合におい

て、当該会計方針を適用すべき会計事象又は取

引が存在しないときは、規則第８条の３の規定

による記載を要しない」という規定が削除され

ているが、会計基準等の改正等に伴う会計方針

の変更が行われた場合に、当該会計方針を適用

すべき会計事象又は取引が存在しない場合も

あり得るため、現行の規定を削除すべきではな

いと考える。 

会計方針を適用すべき会計事象又は取引が

存在しない場合に、会計方針の変更に関する記

載を要しないことについては、周知・定着して

きていると考えられることから、原案どおり削

除しました。 

 

 

 
 
中間連結財務諸表規則 
 

 ▼比較情報 

21 財務諸表等規則第6条で比較情報の規定が設

けられているが、中間財務諸表等規則ではこれ

に相当する規定が設けられていない。中間財務

諸表等規則でも同様の規定を設けるべきであ

る。 

四半期連結財務諸表等への比較情報の導入

については、本年６月 30 日に公表された「四

半期財務諸表に関する会計基準」で規定されて

いるところですが、当該会計基準を反映した四

半期連結財務諸表規則等の改正については、今

後、別途行う予定です。なお、中間連結財務諸

表規則等の改正についても、併せて行う予定で

す。 

 
 
四半期連結財務諸表規則 
 

 ▼第83条の６、中間連結財務諸表規則第70条の６ 

22 会計基準第25号第10項では、その他の包括

利益に関連する税効果及び当期又は過去の期

間にその他の包括利益に含められた項目の当

期純利益への組替調整額の注記については、四

半期連結財務諸表においては省略できるとさ

れている。しかし、四半期連結財務諸表規則第

83条の６では、年度の連結財務諸表の注記の規

定を準用しているのみで、省略できる旨が記載

されていないため、会計基準との整合を図るべ

きであると考える。 

また、中間財務諸表等規則第 70 条の６にお

いては、年度と同様の注記を求めるという理解

でよいか確認したい。 

四半期連結財務諸表規則第 83 条の６に定め

るその他の包括利益の内訳項目別の税効果の

金額及び組替調整額についての注記の規定は、

「包括利益の表示に関する会計基準」において

は任意の記載事項となっています。しかし、連

結財務諸表規則等においては、財務諸表の注記

等について、任意の記載事項は規定しないこと

としているため、削除することとしました。 

また、中間連結財務諸表規則も、四半期連結

財務諸表規則と同様の取扱いとするため、注記

の規定を削除します。 

 

 ▼第94条、中間連結財務諸表規則第88条、監査証明府令第4条第17、18項等 

23 各規則本体とガイドラインの２つに分けて

規定しているが、各規則本体にまとめて規定し

た方がよいのではないかと考える。また、監査

証明府令及びガイドラインについても同様で

ある。 

国際会計基準に準拠している旨を示すケース

のうち、具体的な記載方法について、国際会計

基準第34号に準拠して要約連結財務諸表等を作

成した場合には、国際会計基準第34号に準拠し

ている旨を記載する必要があることから、規則

の解釈として、ガイドラインで明確化するもの

です。 

 
 
開示府令 
 

 ▼第二号様式記載上の注意(67)eからg 

24 財務諸表に比較情報が含まれることになっ

たことにより、従来、様式第２号「記載上の注

意」（67）ｅからｇに基づいて記載していた合

第二号様式の記載上の注意(67)e から f まで

により記載すべき合併消滅会社等の財務諸表

又は連結財務諸表については、比較情報を含ま
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併、株式交換等に係る財務諸表の開示において

も、比較情報の開示が求められるのか否かにつ

いて明確に記載すべきであると考える。 

ない旨を、「記載上の注意」において明確にし

ました。 

25 平成22年3月26日改訂監査基準、また、「会

計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」

の適用により、比較情報の考え方が取り入れら

れたことから、以下の取扱いを提案したい。 

①単独で株式移転設立親会社を設立し、共通支

配下の取引として会計処理がなされる場合に

は、株式移転完全子会社の前期連結財務諸表

を、株式移転設立完全親会社の当期連結財務諸

表の比較情報とすべきである。 

②株式移転により共同持株会社を設立し、取得

として企業結合処理がなされる場合には、会計

上の取得企業の前期連結財務諸表を、株式移転

設立完全親会社の当期連結財務諸表の比較情

報とすべきである。 

③逆取得として企業結合処理がなされる場合

には、会計上の取得企業の前期連結財務諸表

を、合併後の企業の当期連結財務諸表の比較情

報とすべきである。 

①及び②については、設立初年度であること

から、当該株式移転設立完全親会社の当期の連

結財務諸表に対応する前期の比較情報はあり

ません。 

なお、【経理の状況】の【その他】において、

株式移転設立完全子会社の（連結）財務諸表が

開示されています。 

③については、合併後の企業の（連結）財務

諸表に、存続会社（会計上の被取得企業）の（連

結）財務諸表が比較情報として記載されます。

なお、【経理の状況】の【その他】において、

消滅会社（会計上の取得企業）の財務諸表も開

示されるため、併せて参照することができま

す。 

 ▼第三号様式記載上の注意（40）C等 

26 開示府令様式第３号「記載上の注意」（40）

ｃのなお書きにおいて、前連結会計年度の監査

報告書の添付についての記載があるが、比較情

報の考え方が導入されたことに伴い、当連結会

計年度の監査報告書のみ添付すれば足りるた

め、当該記載は削除すべきであると考える。 

ご指摘の「なお書き」は、例えば、当期の有

価証券報告書に記載する当期連結財務諸表が

当該有価証券報告書よりも先に提出された有

価証券届出書に記載されている場合に、当期連

結財務諸表に対して新たに監査証明を受ける

ことなく、当該有価証券届出書に添付された当

期連結財務諸表に対する監査報告書の写しを

当該有価証券報告書に記載する当期連結財務

諸表に対する監査報告書として添付すること

を示すものです。このため「なお書き」は引き

続き必要であると考えられます。 

 
 
開示ガイドライン 
 

 

 ▼5-12-2 

27 開示ガイドライン5－12－2では、最近５事業

年度の主要な経営指標等の推移の記載に関する

遡及適用等の取扱いについて規定している。こ

れに関し、遡及適用等を行うのは当年度の財務

諸表及び前年度分の比較情報の２年分のみであ

り、「主要な経営指標等の推移」においても当該

２年分の遡及適用等を行えば足りる旨を明記し

ていただきたい。 

また、遡及適用等はこれ以外にも、例えば「業

績等の概要」など、前年との比較を求める記述

について、有価証券報告書の開示全般に広く影

響を与える場合がある。そのため、遡及適用等

に関して、一般的にどのような記載を行うかに

ついて、明らかにして欲しい。 

開示規制上、遡及適用等に関する記載が義務

づけられる箇所は、最近５事業年度の主要な経

営指標等の推移の記載等（開示府令第二号様式

における記載事項のうち関連する情報を含む。）

のうち最近２事業年度分（前期まで）です。 

なお、提出会社の判断により、最近２事業年

度前の主要な経営指標等の推移の記載等につい

ても、遡及適用等を行うことは可能であると考

えられます。なお、遡及適用等を行った場合に

は、その旨を注記する必要があり、開示ガイド

ラインにおいて、これらについて明確化します。

したがって、有価証券届出書の第四部【特別

情報】として掲げられる財務諸表について遡及

適用等を行った場合には、情報の整合性の観点
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特に、有価証券届出書の第四部【特別情報】

として掲げられる財務諸表について遡及処理し

た場合、主要な経営指標等の推移について、遡

及処理後の数値が記載されるのか否かについて

も確認したい。 

から、主要な経営指標等の推移の記載等につい

て遡及適用等後の数値等を記載し、その旨を注

記する必要があると考えられます。 

 
 
監査証明府令 
 

 ▼第４条第６項 

28 追記情報の記載について、平成22 年３月26

日改訂監査基準の前文２(2)では、「財務諸表に

おける記載を前提に強調することが適当と判

断した事項と監査人がその他説明することを

適当と判断した事項について、それぞれを区分

して記載することを求めることとした。」とさ

れている。 

改正案では、「強調し、又は説明することが

適当と判断した事項について記載するものと

する」とされているが、例えば、「強調し、又

は説明することが適当と判断した事項につい

て、それぞれ区分して記載するものとする」な

ど、強調事項と説明事項をそれぞれ区分して記

載することが明確になるように規定すべきで

あると考える。 

監査基準の文言を踏まえ、「強調し、又は説

明することが適当と判断した事項について区

分して記載する」こととしました。 

 ▼第一号様式 

29 「審査担当者」の欄の記載の対象となる審査

について、記載上の注意(7)で「･･･監査証明業

務に係る審査（公認会計士法施行規則（平成19

年内閣府令第 81 号）第９条第３項第２号に規

定する監査証明業務に係る審査をいう。）」とさ

れている。公認会計士法施行規則第９条第３項

第２号は、委託審査の規定であるため、委託審

査以外の審査が対象に含まれないように読め

るため、「･･･監査証明業務に係る審査（公認会

計士法施行規則（平成19年内閣府令第81号）

第９条第３項第２号に規定する監査証明業務

に係る審査を含む。）」とすべきであると考え

る。 

御指摘のような誤解が生じる可能性がある

ことから、「監査証明業務に係る審査」という

用語の定義を規定した部分を削除しました。 

なお、「監査証明業務に係る審査」という用

語は、公認会計士法施行規則第９条第３項第２

号において、「被監査会社等の財務書類に係る

意見又は結論を表明するに先立ち、意見又は結

論の形成に至る一切の過程の妥当性について

検討し、必要な措置を講じることをいう。」と

定義されているため、監査概要書の記載上の注

意(7)における「監査証明業務に係る審査」の

定義として引用したものです。 

 ▼監査証明の範囲 

30 比較情報は当事業年度に係る財務諸表に含

まれることから、当事業年度に係る財務諸表に

対する監査証明の範囲にも含まれるという理

解でよいか。 

比較情報は、当事業年度に係る財務諸表に対

する監査証明の範囲に含まれます。 

31 比較情報に虚偽表示があった場合、当事業年

度に係る財務諸表に対する監査を行った監査

人が全て責任を問われるのか。仮に、比較情報

について当該監査人の責任が限定されるので

あれば、当改正案では当該事実が不明瞭である

と考えられるため、明確にしていただきたい。

前事業年度と当事業年度の監査人が異なる

場合、当事業年度の監査人は、比較情報につい

て、前期の財務諸表の数値等と一致している

か、比較情報に適用した会計方針が当期に適用

した会計方針と一致しているかどうか等につ

いて、必要な監査手続を行い、十分かつ適切な

監査証拠を得る必要があると考えられ、その範

囲において、責任を有しているものと考えられ

ます。 

したがって、比較情報について虚偽表示があ
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った場合に、当事業年度の監査人が必要な監査

手続等を行ったかどうかについて責任を問わ

れる可能性があると考えられます。 

なお、比較情報に関する監査手続及び監査報

告については、今後、日本公認会計士協会から

実務指針が公表されることが予定されていま

す。 

 ▼監査人の交代 

32 前事業年度と当事業年度の監査人が異なる

場合に、比較情報を含めた財務諸表における前

任監査人と後任監査人の責任の所在が明確と

なるような取扱いをご検討いただきたい。 

前事業年度と当事業年度の監査人が異なる

場合、当事業年度の監査人は、比較情報につい

て、前期の財務諸表の数値等と一致している

か、比較情報に適用した会計方針が当期に適用

した会計方針と一致しているかどうか等につ

いて、必要な監査手続を行い、十分かつ適切な

監査証拠を得る必要があると考えられ、その範

囲において、責任を有しているものと考えられ

ます。 

また、前事業年度の監査人は、前事業年度の

財務諸表に係る監査意見については、当然に責

任を有しているものと考えられます。 

なお、比較情報に関する監査手続及び監査報

告については、今後、日本公認会計士協会から

実務指針が公表されることが予定されていま

す。 

 ▼新規上場時の取扱い 

33 新規上場時について、当事業年度に係る財務

諸表に対する監査を行った監査人が比較情報

について責任を限定される場合には、当該事実

が明確となるような取扱いをご検討いただき

たい。 

 

 

 

今般の改正では、御指摘のようなご懸念があ

ること等から、新規上場等の場合における前期

の（連結）財務諸表についても監査対象とする

こととしました（監査証明府令第１条第１号、

第４号、第７号及び第８号）。 

したがって、前期び当期の連結財務諸表につ

いて、それぞれの監査人の責任が限定されるも

のではありません。 

なお、連結財務諸表規則附則において、平成

24 年３月31 日以後に終了する連結会計年度に

おいて、前期の連結財務諸表については、当期

の連結財務諸表を作成すべき連結財務諸表規

則の定めることによるものとし、連結財務諸表

規則に定めのない事項については、当期の連結

財務諸表を作成するために準拠すべき一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

すること並びに前期及び当期の連結財務諸表

には比較情報が含まれないことを規定しまし

た（財務諸表等規則においても同様）。 

34 監査証明府令第1条の改正により、当期及び

前期の財務諸表に対して監査証明を求めてい

る規定を当期の財務諸表のみを対象とするこ

ととされたが、半期報告書の監査証明の規定に

ついては改正がなされていないため、半期報告

書に記載される中間財務諸表のうち前期に係

る部分についても監査対象になるという理解

でよいか。 

監査証明府令の中間監査及び四半期レビュ

に係る部分については、今後、改正を行う予定

です。 
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35 前事業年度に係る財務情報に対する監査の

監査概要書の取扱いはどのようになるのか。 

新規上場時等においては、比較情報を含まな

い最近２連結会計年度の連結財務諸表の作成

を求めていることから、監査概要書においては

各連結会計年度の連結財務諸表に係る監査の

概要を記載することになります。 

 
 
内部統制府令 
 

 ▼比較情報に対する内部統制の評価 

36 今般の改正案では、財務諸表等規則改正案第

６条及び連結財務諸表規則改正案第８条の３

において、当期の財務諸表及び連結財務諸表に

は、比較情報（前期の数値）が含まれることに

なっている。 

この結果、内部統制府令第２条第１号では、

財務報告の範囲に財務諸表及び連結財務諸表

を含めていることから、当期の財務報告の範囲

が、これまでの当期１期分の数値から当期と前

期の２期分の数値に拡大するように解釈され

る可能性がある。特に、会計方針の変更やIFRS

初度適用に伴う遡及修正により比較情報が前

期に開示した数値と大きく変動した場合には、

事後的に前期の評価範囲や重要な欠陥の判断

指針が変更になり、あらためて前期の内部統制

評価のやり直しが必要になるのではないかと

いう懸念がある。 

したがって、内部統制府令第２条第１号にお

いて、財務報告の範囲から比較情報が除かれる

ように明確化していただきたい。 

今般の改正により、当期の財務諸表及び連結

財務諸表には、比較情報（前期の数値）が含ま

れるようになることから、金融商品取引法にお

ける内部統制におきましても、前期の数値が整

合的に比較情報に反映されているか、転記され

ているかということ等を確保するための体制

について、評価等を実施する必要があります。

したがって、内部統制府令上、財務報告の範囲

から比較情報を除く必要はないものと考えら

れます。 

また、御指摘の比較情報の数値が大きく変動

するような場合において必要とされる内部統

制は、当期における比較情報の作成に対する評

価であり、前期の内部統制の評価のやり直しが

必要になることはないものと考えられます。 

 


